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各取組項目における主な事業について 

 

施策５ 権利擁護が必要な方への支援を充実する 

 

取組項目１ 成年後見制度の利用を支援する 

【事業番号40】成年後見制度の利用に関する支援 

 

１ 事業内容 

  成年後見制度の利用の申立てに係る経費や、後見人などに対する報酬につい

て、区は、経済上の理由により支払いが困難な方へ助成を行う。 

  また、区長申立を適切に実施する。 

 

２ 令和 10年度末目標 

 ・申立経費の助成件数 52件 

 ・後見人等への報酬費用の助成件数 126件 

 

３ 実績 

 ⑴ 申立経費の助成件数の推移 

年度 
件数 

合計 区長申立 本人申立 親族申立等 

令和７年度 

（６月末時点） 
３ ３ ０ ０ 

令和６年度 41 38 ２ １ 

令和５年度 21 21 － － 

    ※令和６年度より、本人申立等を助成対象として拡大 

  

⑵ 報酬助成の推移 

年 度 助成件数 備 考 

令和７年度 

(６月末現在) 
20 区長申立10件  区長申立以外10件 

令和６年度 87 区長申立40件   区長申立以外47件 

令和５年度 88 区長申立50件   区長申立以外38件 

 

資料４-２ 
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４ 成年後見制度利用支援事業の充実について（再周知） 

 ⑴ 概要 

   制度利用に必要な経費を支払うことが困難な方に対する支援を充実する。 

 ⑵ 内容 

  ① 成年後見制度利用申立経費の助成対象および要件の拡大 
   

 Ｒ６.３月まで Ｒ６.４月から 

助成対象 ・区長申立 
・区長申立、本人申立、親族

申立等 

助成要件 ・生活保護受給者 

・生活保護受給者 

・住民税非課税かつ預貯金額

50万円以下 

助成対象経費 申立手数料、登記手数料、郵券、診断書作成料、鑑定料 

助 成 額 申立にあたり負担した金額 

 

  ② 後見人等報酬費用助成対象の拡大 
    

 Ｒ６.３月まで Ｒ６.４月から 

助成対象 

・成年後見人、保佐人、補

助人 

・成年後見人、保佐人、補助

人 

・後見監督人、保佐監督人、

補助監督人 

助成要件 
・生活保護受給者 

・住民税非課税かつ預貯金額50万円以下 

助 成 額 年額240,000円（上限） 
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取組項目２ 法人後見や市民後見人等の活用を推進する 

【事業番号42】市民後見人の養成と支援 

 

１ 事業内容 

  ほっとサポートねりまと協働し、市民後見人養成研修を実施している。実務

研修や権利擁護の意識を高めるカリキュラムを導入し、研修内容の充実を図

る。 

  市民後見人候補者として登録後も、フォローアップ研修を実施する。また、

市民後見人として、後見人を受任した後は、ほっとサポートねりまが後見監督

業務を担い、活動をサポートする。 

 

２ 令和 10年度末目標 

 ・市民後見人養成研修内容の充実 

 ・市民後見人の受任件数 累計 43件 

 

３ 令和７年度 市民後見人養成研修について    

 別紙 「令和７年度 市民後見人養成イメージ」 

 別紙 「令和７年度 市民後見人養成研修カリキュラム」 

  

                                                                                                                             

４ 市民後見人の養成と受任件数について 

 実績（２～６年度） 

 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

養成研修 

修了者 

（累計） 

61 人 73人 81人 85人 90人 

受任件数 

（累計） 
24 件 26件 29件 31件 34件 
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取組項目３ 権利擁護に関連する支援事業を充実する 

【事業番号45】将来の不安に備えた支援の実施 

 

１ 事業内容 

  ひとり暮らし高齢者や高齢者のみ世帯などに対し、「高齢者在宅生活あんしん

事業」を実施する。 

  令和６年度に、ほっとサポートねりまに開設した終活相談窓口で受け付けた

相談内容からニーズを把握し、必要なサービスを検討する。 

 

２ 令和 10年度末目標 

 ・高齢者在宅生活あんしん事業の利用者数2,900人 

 ・権利擁護に関する新たなサービスの実施 

 

３ 高齢者在宅生活あんしん事業 

  実績（２～６年度） 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 
1,921 人 2,059 人 2,221 人 2,350 人 2,366 人 

     ※令和６年度利用者実人数（廃止含む）2,870人 

   令和６年度から高齢者の熱中症対策の一つとして、室温・湿度が基準を超

えると高齢者本人へ音声により注意喚起する機能を備えた新たな緊急通報シ

ステムを導入。また、温湿度センサーや電球の使用状況を検知し、離れて暮

らす家族がスマートフォン等により高齢者を見守ることができるＩＣＴ機器

の導入費用助成を開始。 

 

４ 権利擁護に関する新たなサービス 

令和６年度に開始した終活事業では、延べ339 件の相談を受け付けた。相談

では、「死後の諸手続き」や「入院時の身元保証」などに関する不安の声が多く

寄せられているため、これらを解決するサービスが求められる。 

 


